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附　則　

（施行期日）

１　この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上、引き続きこれを使用することができる。

川崎市環境影響評価に関する条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。

平成 23年３月 31 日

川崎市長　阿　部　孝　夫

川崎市規則第 20 号

川崎市環境影響評価に関する条例施行規則

の一部を改正する規則

川崎市環境影響評価に関する条例施行規則（平成 12

年川崎市規則第 106 号）の一部を次のように改正する。

別表第１の５の項中「第２条第５項」を「第２条第

６項」に改める。

附　則

この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規

則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成 23年３月 31 日

川崎市長　阿　部　孝　夫

川崎市規則第 21 号

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する

条例施行規則の一部を改正する規則

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規

則（平成 12 年川崎市規則第 128 号）の一部を次のよう

に改正する。

目次中

「第５節　開発行為等に関する工事公害の防止等（第

61 条・第 62 条）」を「第５節　開発行為等

に関する工事公害の防止等（第 61 条・第 62

条）

第６節　建築物等の解体等作業に係る石綿の飛散の防

止（第 62条の２～第 62条の 18）」

に改める。

第５章に次の１節を加える。

　第６節　建築物等の解体等作業に係る石綿の飛

散の防止

（石綿含有建築材料）

第 62条の２　条例第 67 条の２第１項に規定する規則で

定める建築材料は、次に掲げる建築材料で当該建築材

料の質量に対する石綿の質量の割合が 0.1 パーセント

を超えるものとする。

⑴　吹付け石綿

⑵　石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材（前

号に掲げるものを除く。）

⑶　石綿を含有する板状に成形された建築材料（前号

に掲げるものを除く。以下「石綿含有成形板」と

いう。）

（事前調査における調査事項）

第 62 条の３　条例第 67 条の２第１項に規定する規則で

定める事項は、次に掲げる事項とする。

⑴　石綿含有建築材料の使用の有無

⑵　石綿含有建築材料が使用される場合にあっては、

その種類並びに種類ごとの使用面積及び使用箇所

（事前調査の方法）

第 62 条の４　条例第 67 条の２第１項の規定による調査

は、次に掲げる方法により行わなければならない。

⑴　設計図書その他の資料の確認

⑵　目視による確認

２　解体等作業を伴う建設工事を施工しようとする事業

者は、前項各号に掲げる方法によっては建築物等にお

ける石綿含有建築材料の使用の有無等を確認すること

ができないときは、市長が別に定める方法により、当

該建築物等の建築材料の一部を試料として採取し、当

該試料中の石綿の含有の状況を分析することにより前

条各号に掲げる事項について調査を行うものとする。

ただし、解体等作業を伴う建設工事を施工するに当た

り、当該建築物等に石綿含有建築材料が使用されてい

るものとして石綿の飛散の防止の措置を講ずる場合

は、この限りでない。

（事前調査結果の保存を要する建設工事）

第 62 条の５　条例第 67 条の２第２項に規定する規則で

定める建設工事は、次に掲げる建設工事とする。

⑴　石綿含有建築材料（石綿含有成形板を除く。）が

使用されている建築物等の解体等作業を伴う建設工

事

⑵　石綿含有成形板が使用されている建築物（解体の

作業に係る部分に限る。）の床面積の合計が 80 平方

メートル以上である解体の作業を伴う建設工事

⑶　石綿含有建築材料が使用されていない建築物（解

体の作業に係る部分に限る。）の床面積の合計が 80

平方メートル以上である解体の作業を伴う建設工事

（事前調査結果の保存期間）

第 62 条の６　条例第 67 条の２第２項に規定する規則で

定める期間は、建築物等の解体等作業が完了した日か

ら起算して３年間とする。

（事前調査結果の届出を要する建設工事）

第 62 条の７　条例第 67 条の２第３項に規定する規則で

定める建設工事は、第 62 条の５第１号又は第２号に

掲げる建設工事とする。
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（事前調査結果届出書）

第 62条の８　条例第 67 条の２第３項又は第４項の規定

による届出は、事前調査結果届出書（第 25号様式の２）

により行うものとする。

（周辺住民への周知）

第 62条の９　条例第 67 条の３第１項の規定による表示

は、縦 40 センチメートル以上、横 60 センチメートル

以上の掲示板を設置することにより行わなければなら

ない。

２　前項に規定する掲示板には、次に掲げる事項を表示

しなければならない。

⑴　特定排出等工事を施工する事業者の氏名又は名

称、住所及び連絡先並びに法人にあっては、その代

表者の氏名

⑵　石綿含有建築材料の種類

⑶　石綿含有建築材料の使用の有無について調査を

行った年月日

３　条例第 67 条の３第１項の規定による表示は、特定

排出等工事の期間中、行わなければならない。

４　条例第 67 条の３第２項に規定する規則で定める者

は、建築物の全部若しくは一部を占有する者で、当該

建築物の敷地の全部又は一部が石綿排出等作業を行う

区域の境界線からの水平距離で 20 メートル以内にあ

るものをいう。

（作業実施基準）

第 62 条の 10　条例第 67 条の４第１項の作業実施基準

は、次のとおりとする。

⑴　次に掲げる事項を遵守して石綿排出等作業の対象

となる建築物等に使用されている石綿含有成形板を

除去するか、又は石綿の飛散を防止する上でこれと

同等以上の効果を有する措置を講ずること。

ア　特定排出等工事に係る建築物等の周囲に、当該

建築物等の高さ以上の　幕等を設置すること。

イ　石綿含有成形板を湿潤化して除去すること。

ウ　原則として手作業により原形を保ったまま除去

すること。

⑵　石綿含有成形板が使用されている建築物（解体の

作業に係る部分に限る。）の床面積の合計が 80 平方

メートル以上である解体の作業を伴う建設工事に

あっては、当該石綿排出等作業の期間中、次に掲げ

る事項を記載した縦 40 センチメートル以上、横 60

センチメートル以上の掲示板を、公衆の見やすい箇

所に設置すること。

ア　特定排出等工事を施工する事業者の氏名又は名

称、住所及び連絡先並びに法人にあっては、その

代表者の氏名

イ　石綿排出等作業の実施の期間

ウ　石綿の飛散を防止するために講ずる措置の内容

エ　現場責任者の氏名及び連絡先

（実施の届出を要しない石綿排出等作業）

第 62 条の 11　条例第 67 条の５第１項に規定する規則

で定める石綿排出等作業は、石綿含有建築材料（石綿

含有成形板に限る。）が使用されている建築物（当該

建築物（解体の作業に係る部分に限る。）の床面積の

合計が 80 平方メートル以上である解体の作業を伴う

建設工事に係るものに限る。）の解体の作業であって

当該石綿含有成形板の使用面積の合計が 500 平方メー

トル以上であるもの以外のものとする。

（石綿排出等作業実施届出書）

第 62 条の 12　条例第 67 条の５第１項又は第２項の規

定による届出は、石綿排出等作業実施届出書（第 25

号様式の３）により行うものとする。

２　条例第 67 条の５第３項に規定する規則で定める事

項は、次に掲げる事項とする。

⑴　石綿排出等作業の対象となる建築物等の概要、配

置図及び付近の状況

⑵　石綿排出等作業の工程を明示した特定排出等工事

の工程の概要

⑶　注文者の氏名又は名称

⑷　届出をする者の現場責任者の氏名及び連絡先

⑸　下請負人が石綿排出等作業を実施する場合にあっ

ては、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡先

（石綿の濃度の測定計画を届け出るべき事業者）

第 62 条の 13　条例第 67 条の６第１項に規定する規則

で定める事業者は、作業に係る石綿含有建築材料（石

綿含有成形板を除く。）の使用面積の合計が 50 平方

メートル以上であるものを伴う特定排出等工事を施工

する事業者とする。

（石綿濃度測定計画届出書）

第 62 条の 14　条例第 67 条の６第１項の規定による届

出は、石綿濃度測定計画届出書（第 25 号様式の４）

により行うものとする。

（石綿の濃度の測定）

第 62 条の 15　条例第 67 条の６第２項の規定による石

綿の濃度の測定は、大気汚染防止法施行規則（昭和

46 年厚生省・通商産業省令第１号）第 16 条の２及び

第 16 条の３第１号に規定する環境大臣が定める測定

法（平成元年環境庁告示第 93 号）別表に掲げる方法

その他市長が適当と認める方法により実施するものと

する。

２　前項に規定する石綿の濃度の測定は、市長が別に定

める測定回数及び地点により行うものとする。

（石綿濃度測定結果報告書）

第 62 条の 16　条例第 67 条の６第２項の規定による報

告は、石綿濃度測定結果報告書（第 25 号様式の５）

により行うものとする。
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（作業完了報告書）

第 62 条の 17　条例第 67 条の７の規定による報告は、

作業完了報告書（第 25 号様式の６）により行うもの

とする。

（特定排出等工事を施工する事業者等の公表）

第 62 条の 18　条例第 67 条の 10 第１項に規定する規則

で定める事項は、次に掲げる事項とする。

⑴　勧告を受けた者の氏名又は名称及び住所又は事業

所の所在地並びに法人にあっては、その代表者の氏

名

⑵　違反の事実

⑶　勧告の内容

⑷　その他市長が必要と認める事項

第 72 条の見出し中「処理対策」の次に「及び管理」

を加え、同条第１項第３号中「当たっては」の次に「、

あらかじめ、当該処理対策の方法等について周辺住民へ

の周知に努めるとともに」を加え、同条第２項中「応

急の処理対策」を「管理」に、「対策、拡散を防止する

対策等」を「ために必要な管理及び拡散を防止するた

めに必要な管理」に改め、同条第３項中「前２項」を「第

１項」に改め、「処理対策」の次に「及び前項に規定す

る管理」を加え、同条第５項中「第 82 条第３項」を「第

82 条第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第

４項の次に次の１項を加える。

５　条例第 82 条第３項に規定する書面は、汚染土壌等

管理実施計画書（第 30 号様式の２）とする。

第 72 条の次に次の１条を加える。

（土壌汚染対策法第11条第１項の規定により指定され

た区域の土地における汚染土壌等の管理）

第 72条の２　条例第 82 条の３第１項に規定する規則で

定める管理は、汚染土壌又は地下水の人による摂取を

防止するために必要な管理及び拡散を防止するために

必要な管理とする。

２　前項に規定する管理は、市長が別に定める方法によ

り実施するものとする。

３ 条例第 82 条の３第２項に規定する書面は、汚染土壌

等管理実施計画書とする。

別表第 11 備考第１項中「第２条第５項」を「第２条

第６項」に改める。

様式目次中

「

25 開発行為等に関する工事

調書

第 62 条第１項

」

を

「

25 開発行為等に関する工事

調書

第 62条第１項

第 62条の８

25 の２ 事前調査結果届出書

25 の３ 石綿排出等作業実施届出

書

第 62条の 12

第 62 条の 14

25 の４ 石綿濃度測定計画届出書 第 62条の 16

第 62 条の 17

25 の５ 石綿濃度測定結果報告書

25 の６ 作業完了報告書

」

に、

「

30 汚染土壌等処理対策実施

計画書

第 72条第４項

第 72条第５項

31 汚染土壌等処理対策実施

報告書

」

を

「

30 汚染土壌等処理対策実施

計画書

第 72条第４項

30 の２ 汚染土壌等管理実施計画

書

第 72条第５項

第 72条の２第

３項

31 汚染土壌等処理対策実施

報告書

第 72条第６項

」

に改める。

第 25 号様式の次に次の５様式を加える。
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第２５号様式の２ 

事前調査��届出� 
 

  年   月   日  
 
 

（宛先）川崎市長 
 

郵便番号                
住  所                
氏  名             印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第６７条の２第３項又は第４項の規定により、次のとおり届

け出ます。 

特定排出等工事の名称  

特定排出等工事の場所  

特定排出等工事の期間     年  月  日～    年  月  日 

特定排出等工事の対象床面積         ㎡ 

事前調査実施日     年  月  日～    年  月  日 

石綿含有建築材料の種類及び

使用面積 

□吹付け石綿                         ㎡ 
□石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材         ㎡ 
                      合計        ㎡ 
□石綿含有成形板                       ㎡ 
（詳細は付表のとおり） 

構造・階数  
□建築物 

建築年月日  建築物等の概要 

□その他工作物 
氏名又は名称 

注文者の氏名又は名称及び連

絡先 
電話番号 
氏名 

届出をする者の現場責任者の

氏名及び連絡先 
電話番号 
氏名又は名称 他の者に事前調査を委託した

場合は、その者の氏名又は名

称及び連絡先 電話番号 

連絡先 

担当部署 
担当者氏名 
電話番号 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 

    ２ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって

はその代表者）が署名することができます。 
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付表 
 

事前調査の方法 
使用箇所 建材の種類 使用面積（㎡） 

条例施行規則第６２条の４ 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

吹
付
け
石
綿 

合計   

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

石
綿
を
含
有
す
る
断
熱
材
、
保
温
材
及
び
耐
火
被
覆
材 合計   

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

   □第１項第１号 □第１項第２号 
□第２項本文  □第２項ただし書 

石
綿
含
有
成
形
板 

合計   

備考 １ 特定排出等工事の対象となる建築物等の部分の見取図を添付し、見取図は、主要寸法及び石綿含有

建築材料の使用箇所を記入してください。 

    ２ 指定記入欄で書ききれない場合は、２以上の表を作成してください。また、その場合の合計の欄は、

最後の表に表記されているものとします。 
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第２５号様式の３ 

石綿排出等作業実施届出書 
 

    年   月   日  
 
 

（宛先）川崎市長 
 

郵便番号                
住  所                
氏  名             印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第６７条の５第１項又は第２項の規定により、次のとおり届

け出ます。 

特定排出等工事の名称  

特定排出等工事の場所  

石綿排出等作業の実施の期間     年  月  日～    年  月  日 

石綿含有建築材料の種類及び使用箇所 見取図のとおり 

石綿含有建築材料の使用面積     ㎡ 

石綿排出等作業の方法 別紙のとおり 
構造・階数  

□建築物 
床面積      ㎡ 

石綿排出等作業の対象となる建築

物等の概要 
□その他工作物 

注文者の氏名又は名称  

氏名 
届出をする者の現場責任者の氏名

及び連絡先 
電話番号 
氏名 

参 

考 
事 
項 

下請負人が石綿排出等作業を実施

する場合の当該下請負人の現場責

任者の氏名及び連絡先 電話番号 

連絡先 
担当部署 
担当者氏名 
電話番号 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 

２ 特定排出等工事の対象となる建築物等の部分の見取図を添付し、見取図は、主要寸法及び石綿含有

建築材料の使用箇所を記入してください。 

    ３ 参考事項の欄に掲げる事項は必須の記載事項ではありませんが、同欄に所定の事項を記載した場合

は、同欄をもって、川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則第６２条の１２第２項第

１号に規定する事項のうち石綿排出等作業の対象となる建築物等の概要及び同項第３号から第５号ま

でに規定する事項を記載した書類とみなします。 

    ４ 見取図の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４としてください。 

５ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって

はその代表者）が署名することができます。 
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別紙 
 

石綿排出等作業の方法 
 

石綿含有成形板の処理方法 

 

使用する資材及びその種類 

 

その他の石綿の排出又は飛散の抑

制方法 

 

設置予定年月日 年  月  日 掲
示
板 

設置場所 見取図のとおり 

備考 １ この様式は石綿排出等作業ごとに作成してください。 

    ２ その他の石綿の排出又は飛散の抑制方法の欄には、川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

施行規則第６２条の１０第１号に規定する「同等以上の効果を有する措置」の内容等を記載してくだ

さい。 

    ３ 幕等の設置状況、湿潤化及び手作業の実施状況を示す見取図を添付してください。見取図は、主要

寸法を記入してください。 
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第２５号様式の４ 

石綿濃度測定��届出� 
 

  年   月   日  
 
 

（宛先）川崎市長 
 

郵便番号                
住  所                
氏  名             印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第６７条の６第 1 項の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定排出等工事の名称 
 
 

特定排出等工事の場所 
 
 

石綿含有建築材料の使用面積         ㎡ 

測定実施予定年月日   年  月  日 石綿排出

等作業の

開始前 
測定の場所 見取図のとおり 

石綿排出等作業の場所：見取図のとおり 
石綿排出等作業の実施期間（実作業日数）： 

  年  月  日～  年  月  日（  日） 

石綿排出等作業の場所 

 

及び測定実施予定年月日 
  年  月  日 

石綿排出

等作業の

期間中 

測定の場所 見取図のとおり 

測定実施予定年月日   年  月  日 石綿排出

等作業の

完了後 
測定の場所 見取図のとおり 

氏名又は名称 
測定をする者の氏名又は名称及び連

絡先 
電話番号 
担当部署 
担当者氏名 連絡先 

電話番号 
備考 １ ２回以上濃度測定を行わなければならない場合には、石綿排出等作業の期間中の欄に測定実施予定

年月日を全て記入してください。 

２ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって

はその代表者）が署名することができます。 
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第２５号様式の５ 

石綿濃度測定結果報告� 
 

  年   月   日  
 
 

（宛先）川崎市長 
 

郵便番号                
住  所                
氏  名             印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第６７条の６第２項の規定により、次のとおり報告します。 

特定排出等工事の名称  

特定排出等工事の場所  

石綿排出等作業の実施期間（実作業日

数）    年  月  日～   年  月  日（  日） 

石綿濃度測定の結果 別添のとおり 

石綿濃度測定計画届出年月日     年    月    日 

氏名又は名称 
測定をした者の氏名又は名称及び連絡先 

電話番号 
担当部署 
担当者氏名 連絡先 
電話番号 

備考 １ 大気中の石綿濃度の測定結果、測定位置図及び測定状況の記録を添付してください。 

    ２ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって

はその代表者）が署名することができます。 
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第２５号様式の６ 

作業完了報告書 

 
  年   月   日  

 
 

（宛先）川崎市長 
 

郵便番号                
住  所                
氏  名             印  

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第６７条の７の規定により、次のとおり報告します。 

特定排出等工事の名称  

特定排出等工事の場所  

石綿排出等作業の完了年月日 年  月  日 

作業実施計画と実際の作業の相違点 

 

作業実施届出日 □ 特定粉じん排出等作業実施届出 
□ 石綿排出等作業実施届出    年  月  日 

担当部署 
担当者氏名 連絡先 
電話番号 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 

２ 実施した石綿排出等作業の工程の概要及び作業中の状況を確認できる書類（写真など）を添付して

ください。 

３ 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあっ

てはその代表者）が署名することができます。 
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第 28 号様式及び第 29 号様式中「あて先」を「宛先」

に改める。

第 30 号様式中「あて先」を「宛先」に、

「

□　恒久対策（対象地内対策）

□　恒久対策（対象地外対策）

□　処理期間中の対策

□　応　急　の　対　策

　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「

□　汚染の除去（対象地内対策）

□　汚染の除去（対象地外対策）

□　その他の対策

□　処理期間中の対策

　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改め、同様式の次に次の１様式を加える。
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第３０号様式の２ 

 

汚染土壌等管理実施計画� 
 

年   月   日 

（宛先）川崎市長 

 

郵便番号 

住  所 

氏  名                     印 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（第８２条第３項、第８２条の３第２項）の規定により、次の

対象地について汚染土壌等の管理を実施しますので、その計画を次のとおり提出します。 

名 称  

所 在 地  

 □ 人 に よ る 摂 取 防 止 対 策 実施計画の内容は別添のとおり 

  □ 汚 染 土 壌 の 拡 散 防 止 対 策 実施計画の内容は別添のとおり 

□ 地 下 水 の モ ニ タ リ ン グ 実施計画の内容は別添のとおり 

汚染土壌等の

管 理 の 種 類 

□ 汚 染 地 下 水 の 拡 散 防 止 対 策 実施計画の内容は別添のとおり 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 
   ２ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあっては

その代表者）が署名することができます。 
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第 31 号様式中「あて先」を「宛先」に、「第 82 条

第３項」を「第 82 条第４項」に、

「

□　恒久対策（対象地内対策）

□　恒久対策（対象地外対策）

□　処理期間中の対策

□　応急の対策

　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「

□　汚染の除去（対象地内対策）

□　汚染の除去（対象地外対策）

□　その他の対策

□　処理期間中の対策

　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。

附　則

（施行期日）

１　この規則は、平成 23 年 10 月１日から施行する。た

だし、別表第 11 の　　改正規定は平成 23 年４月１日

から施行する。

（経過措置）

２　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上、引き続きこれを使用することができる。

川崎市保健所長委任規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成 23年３月 31 日

川崎市長　阿　部　孝　夫

川崎市規則第 22 号

川崎市保健所長委任規則の一部を改正する

規則

川崎市保健所長委任規則（昭和 29 年川崎市規則第 11

号）の一部を次のように改正する。

第１条第２号⑵中「第５条の２第２項」を「第６条

第２項」に改め、「許可営業者の」を削り、同号⑶を次

のように改める。

⑶　条例第７条第１項の規定による営業区域又は１日

当たりの取扱数量の変更の承認に関すること。

第１条第２号に次のように加える。

⑷　条例第７条第２項の規定による取扱品目又は１日

当たりの取扱数量の変更の承認に関すること。

⑸　条例第８条の規定による氏名等の変更の届出を受

理すること。

⑹　条例第９条の規定による営業の廃止、休止又は再

開の届出を受理すること。

⑺　条例第 11 条の規定により必要な措置を講ずるよ

う指示すること。

⑻　条例第 12 条の規定により営業の許可を取り消し、

及び営業の停止を命ずること。

第１条第６号⑻を削り、同号⑼中「第 11 条」を「第

10 条」に改め、同号⑼を同号⑻とする。

附　則

この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。

川崎市興行場法施行細則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成 23年３月 31 日

川崎市長　阿　部　孝　夫

川崎市規則第 23 号

川崎市興行場法施行細則の一部を改正する

規則

川崎市興行場法施行細則（昭和 47 年川崎市規則第 39

号）の一部を次のように改正する。

第１号様式（表）中「あて先」を「宛先」に改め、

同様式（裏）中「いす席」を「椅子席」に、

「

喫煙所

各階設置・一部禁煙（　　　階）・全館

禁煙

階 階 階 階 合計

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

」

を

「

喫煙所

有（　　　　　　　　　階）・無

壁、仕切り等の構造

常時開放された開口部 有　・　無

気流を生じさせる設備

煙排出設備

」


